
利府町は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に基づく課税標準の更生若
しくは決定、税額の更生若しくは決定、納税の告知、督促、滞納処分その他
の地方税法の賦課徴収に関する事務又は地方税に関する調査（犯則事件
の調査を含む。）に関する事務における特定個人情報ファイルを取り扱うに
あたり、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等の権利利
益に影響を及ぼしかねないことを認識し、特定個人情報の漏えいその他の
事態を発生させるリスクを軽減させるために適切な措置を行いもって個人の
プライバシー等の権利利益の保護に取り組んでいることを宣言する。

特記事項
内部による不正利用の防止のため、システム操作者に守秘義務を課し、カード認証、ユーザーＩＤ及
びパスワードにより操作者と操作する権限を限定、追跡調査のためのコンピューターの使用記録を
保存、照会条件を限定する等の対策を講じている。

6
利府町　地方税法による町税の賦課徴収等に関する事務
基礎項目評価書

 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

特定個人情報保護評価書（基礎項目評価書）

評価書番号  評価書名

[平成31年１月　様式２]

  令和3年3月31日

宮城県宮城郡利府町長

 公表日

 評価実施機関名



 ②所属長の役職名 税務課長　　　　　　　　収納対策室長

 ６．他の評価実施機関

なし

 ７．特定個人情報の開示・ 訂正・ 利用停止請求

 請求先 総務課　宮城県宮城郡利府町利府字新並松４番地　０２２－７６７－２１１１

 ５．評価実施機関にお け る担当部署

 ①部署 税務課　　　　　　　　　　収納対策室

 ①実施の有無

＜選択肢＞

[ 実施する ]
1) 実施する
2) 実施しない

 ２．特定個人情報ファ イ ル名

（1）宛名特定個人情報ファ イ ル　　（2）個人住民税特定個人情報ファ イ ル　　（3）固定資産税個人特定情報ファ イ ル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）軽

自動車税個人情報ファ イ ル　（5）国民健康保険税個人情報ファ イ ル　（6）収納特定個人情報ファ イ ル

 ３．個人番号の利用

 法令上の根拠
番号法第９条第１項、別表第1第１６項及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律別表第一の主務省令で定める事務を定める命令（平成２６年省令５号）第１６条

 ４．情報提供ネッ トワークシステムによる情報連携

3) 未定

 ②法令上の根拠

（番号法別表第二における情報提供の根拠）

・　番号法第１９条第７号、別表第２第1項、第２項、第３項、第４項、第６項、第８項、第９項、第１１項、第１６項、第１８

項、第２３項、第２６項、第２７項、第２８項、第２９項、第３１項、第３４項、第３５項、第３７項、第３８項、第３９項、第４０項、

第４２項、第４８項、第５４項、第５７項、第５８項、第５９項、第６１項、第６２項、第６３項、第６４項、第６５項、第６６項、第６

７項、第７０項、第７１項、第７４項、第８０項、第８４項、第８５の２項、第８７項、第９１項、第９２項、第９４項、第９７項、第１

０１項、第１０２項、第１０３項、第１０６項、第１０７項、第１０８項、第１１３項、第１１４項、第１１５項、第１１６項、第１１９項

・　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第二の主務省令で定める事

務及び情報を定める命令（平成２６年省令７号）第１条、第２条、第３条、第４条、第６条、第７条、第８条、第１０条、第１

２条、第１３条、第１９条、第２０条、第２１条、第２２条、第２２条の３、第２２条の４、第２３条、第２４条、第２４条の２、第２４

条の３、第２５条、第２６条の３、第２８条、第３１条、第３１条の２、第３１条の３、第３４条、第３５条、第３６条、第３７条、第

３８条、第３９条、第４０条、第４３条、第４３条の３、第４３条の４、第４４条、第４４条の２、第４５条、第４７条、第４９条、第４

９条の２、第５０条、第５１条、第５３条、第５４条、第５５条、第５８条、第５９条、第５９条の２、第５９条の３、第６０条

（番号法別表第二における情報照会の根拠）

・　番号法第１９条第７号、別表第２第２７項、第２９項

・　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第二の主務省令で定める事

務及び情報を定める命令（平成２６年省令７号）第２０条

Ⅰ　関連情報
 １．特定個人情報ファ イ ルを取り扱う事務

 ①事務の名称 地方税法による町税の賦課徴収等に関する事務

 ②事務の概要

地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）に基づき、住民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険

税の更生若しくは決定、税額の更生若しくは決定、納税の告知、督促、滞納処分その他の地方税法の賦課徴収に関

する事務又は地方税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務を行っている。

  法及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以

下「番号法」という。）の規定に基づき、特定個人情報を次の事務で取り扱う。

（1）賦課決定・更正の決定

（2）賦課情報の照会及び回答

（3）督促の発布

（4）滞納処分の執行

（5）滞納処分に関する調査及び回答

 ③システムの名称

統合宛名システム、宛名管理システム、住民税システム、固定資産税システム、軽自動車税システム、国民健康保険

（賦課）システム、収納消込システム、税務情報システム、申告受付支援システム、申告受付支援システム（研修用）、

法人市町村民税システム、滞納管理システム、特別徴収情報システム、地方税ポータルシステム、中間サーバーシ

ステム



1) 500人以上 2) 500人未満

1) 発生あり 2) 発生なし

 いつ時点の計数か 令和3年3月1日 時点

 ３．重大事故

 過去１年以内に、評価実施機関において特定個人情報

に関する重大事故が発生したか
[ 発生なし ]

＜選択肢＞

Ⅲ　しきい値判断結果
 しき い 値判断結果

基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる

 いつ時点の計数か 令和3年3月1日 時点

 ２．取扱者数

 特定個人情報ファ イ ル取扱者数は500人以上か [ 500人以上 ]
＜選択肢＞

1万人以上10万人未満 ]
2) 1,000人以上1万人未満
3) 1万人以上10万人未満
4) 10万人以上30万人未満
5) 30万人以上

Ⅱ　しきい値判断項目
 １．対象人数

 評価対象の事務の対象人数は何人か

＜選択肢＞
1) 1,000人未満（任意実施）

[

 連絡先
税務課　宮城県宮城郡利府町利府字新並松４番地　０２２－７６７－２１１７（賦課等に関する事務）

収納対策室　宮城県宮城郡利府町利府字新並松４番地　０２２－７６７－２１７２（滞納処分に関する事務）

 ８．特定個人情報ファ イ ルの取扱い に関する問合せ



＜選択肢＞
1) 特に力を入れている
2) 十分である
3) 課題が残されている

＜選択肢＞
1) 特に力を入れている
2) 十分である
3) 課題が残されている

＜選択肢＞
1) 特に力を入れている
2) 十分である
3) 課題が残されている

＜選択肢＞
1) 特に力を入れている
2) 十分である
3) 課題が残されている

＜選択肢＞
1) 特に力を入れている
2) 十分である
3) 課題が残されている

＜選択肢＞
1) 特に力を入れている
2) 十分である
3) 課題が残されている
＜選択肢＞
1) 特に力を入れている
2) 十分である
3) 課題が残されている

＜選択肢＞
1) 特に力を入れている
2) 十分である
3) 課題が残されている

＜選択肢＞
1) 特に力を入れて行っている
2) 十分に行っている
3) 十分に行っていない

 ２．特定個人情報の入手（ 情報提供ネッ トワークシステムを通じた入手を除く。）

］　内部監査 [

 [

 [ ○］　自己点検

］ 提供・ 移転しない

 委託先における不正な使用等の

リスクへの対策は十分か

 目的を超えた紐付け、事務に必

要のない情報との紐付けが行わ

れるリスクへの対策は十分か

 権限のない者（元職員、アクセス

権限のない職員等）によって不正

に使用されるリスクへの対策は十

分か

 [

］ 委託しない

］　外部監査

［ ４．特定個人情報ファ イ ルの取扱い の委託

［ ○ ５．特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワ ー クシステムを 通じた提供を 除く 。）

［

 [

[

 ３．特定個人情報の使用

十分に行っている

］ 接続しない （ 提供） ６．情報提供ネッ トワークシステムとの接続

 ８．監査

 ７．特定個人情報の保管・ 消去

 不正な提供が行われるリスクへ

の対策は十分か

 特定個人情報の漏えい・滅失・毀

損リスクへの対策は十分か

 目的外の入手が行われるリスク

への対策は十分か

 不正な提供・移転が行われるリス

クへの対策は十分か

 [

 [

[

 [

 [

］ 接続しない （ 入手）［

 [ ]十分である

 １．提出する特定個人情報保護評価書の種類

＜選択肢＞

[ ]
1) 基礎項目評価書
2) 基礎項目評価書及び重点項目評価書
3) 基礎項目評価書及び全項目評価書

]

]

]

]

]

]

]

]

十分である

十分である

十分である

十分である

十分である

十分である

2)又は3)を選択した評価実施機関については、それぞれ重点項目評価書又は全項目評価書において、リスク対策の詳細が記載されている。

基礎項目評価書

Ⅳ　リスク対策

 目的外の入手が行われるリスク

への対策は十分か

 従業者に対する教育・啓発

 ９．従業者に対する教育・ 啓発

 実施の有無



変更箇所
変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年4月1日
個人のプライバシー等の権利
利益の保護の宣言　特記事項

内部による不正利用の防止のため、システム操
作者に守秘義務を課し、ユーザーＩＤ及びパス
ワードにより操作者と操作する権限を限定、追
跡調査のためのコンピューターの使用記録を保
存、照会条件を限定する等の対策を講じてい
る。

内部による不正利用の防止のため、システム操
作者に守秘義務を課し、カード認証、ユーザーＩ
Ｄ及びパスワードにより操作者と操作する権限
を限定、追跡調査のためのコンピューターの使
用記録を保存、照会条件を限定する等の対策
を講じている。

事後

人事異動

平成29年4月1日
Ⅱ-１．対象人数
いつ時点の計数か

平成２７年８月３1日時点 平成２９年４月１日時点 事後

基幹系システム更新事後

統合宛名システム、宛名管理システム、住民税
システム、固定資産税システム、軽自動車税シ
ステム、国民健康保険（賦課）システム、収納消
込システム、税務情報システム、申告受付支援
システム、申告受付支援システム（研修用）、法
人市町村民税システム、滞納管理システム、特
別徴収情報システム、地方税ポータルシステ
ム、中間サーバーシステム

宛名システム、個人住民税システム、固定資産
税システム、軽自動車税システム、収納システ
ム、申告支援システム、国民健康保険税システ
ム、地方税ポータルシステム、滞納管理システ
ム、団体内統合宛名管理システム、中間サー
バーシステム

１．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務③システム名称

平成30年4月1日

セキュリティ強靭化対策による
追加

平成29年4月1日
Ⅰ-５．評価実施機関における
担当部署　②所属長

税務課長　高橋徳光
収納対策室長　櫻井浩明

税務課長　阿部智子
収納対策室長　髙橋信

事後

平成29年4月1日
Ⅱ-２．取扱者数
いつ時点の計数か

平成２７年８月３1日時点 平成２９年４月１日時点 事後



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成30年7月13日
Ⅱ-１．対象人数
いつ時点の計数か

平成２９年４月1日時点 平成３０年７月１日時点 事後

平成30年4月1日
Ⅱ-２．取扱者数
いつの時点の計数か

平成２９年４月1日時点 平成３０年４月１日時点 事後

平成30年7月13日
Ⅰ-５．評価実施機関における
担当部署　②所属長の役職名

税務課長　阿部　智子
収納対策室長　髙橋　信

税務課長
収納対策室長

事後 Ｈ30.5　新様式変更

平成30年4月1日

４．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

（番号法別表第二における情報提供の根拠）
・　番号法第１９条第７号、別表第２第1項、第２
項、第３項、第４項、第６項、第８項、第９項、第
１１項、第１８項、第２３項、第２６項、第２８項、
第３１項、第３４項、第３５項、第３７項、第３９
項、第４０項、第４２項、第４８項、第５４項、第５
７項、第５８項、第５９項、第６１項、第６２項、第
６３項、第６４項、第６５項、第６６項、第６７項、
第７０項、第７１項、第７４項、第８０項、第８４
項、第８７項、第９１項、第９２項、第９４項、第９
７項、第１０１項、第１０２項、第１０３項、第１０６
項、第１０７項、第１０８項、第１１３項、第１１４
項、第１１５項、第１１７項、第１２０項
・　行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務を定める命令（平成２６年
省令７号）第１条、第２条、第３条、第４条、第６
条、第７条、第１０条、第１２条、第１３条、第１９
条、第２１条、第２２条、第２３条、第２５条、第２
８条、第３１条、第３４条、第３５条、第３６条、第
３７条、第３８条、第４０条、第４３条、第４４条、
第４７条、第４９条、第５０条、第５１条、第５５
条、第５８条、第５９条、第６０条

（番号法別表第二における情報照会の根拠）
・　番号法第１９条第７号、別表第２第２７項、第
２９項
・　行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務を定める命令（平成２６年
省令７号）第２０条

（番号法別表第二における情報提供の根拠）
・　番号法第１９条第７号、別表第２第1項、第２
項、第３項、第４項、第６項、第８項、第９項、第
１１項、第１６項、第１８項、第２３項、第２６項、
第２７項、第２８項、第２９項、第３１項、第３４
項、第３５項、第３７項、第３８項、第３９項、第４
０項、第４２項、第４８項、第５４項、第５７項、第
５８項、第５９項、第６１項、第６２項、第６３項、
第６４項、第６５項、第６６項、第６７項、第７０
項、第７１項、第７４項、第８０項、第８４項、第８
５の２項、第８７項、第９１項、第９２項、第９４
項、第９７項、第１０１項、第１０２項、第１０３項、
第１０６項、第１０７項、第１０８項、第１１３項、第
１１４項、第１１５項、第１１６項、第１１９項
・　行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令（平
成２６年省令７号）第１条、第２条、第３条、第４
条、第６条、第７条、第１０条、第１３条、第１９
条、第２０条、第２１条、第２２条、第２２条の３、
第２２条の４、第２３条、第２４条、第２４条の２、
第２４条の３、第２５条、第２６条の３、第２８条、
第３１条、第３１条の２、第３１条の３、第３４条、
第３５条、第３６条、第３７条、第３８条、第４０
条、第４３条、第４３条の３、第４３条の４、第４４
条、第４４条の２、第４５条、第４７条、第４９条、
第５０条、第５１条、第５２条、第５４条、第５５
条、第５８条、第５９条、第５９条の２、第５９条の
３、第６０条

（番号法別表第二における情報照会の根拠）
・　番号法第１９条第７号、別表第２第２７項、第
２９項
・　行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令（平
成２６年省令７号）第２０条

事後 法改正等

平成30年4月1日
Ⅱ-１．対象人数
いつの時点の計数か

平成２９年４月1日時点 平成３０年４月１日時点 事後



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和1年6月24日 表紙「評価実施機関名」 利府町長 宮城県宮城郡利府町長 事後

令和3年3月31日
Ⅱ-１．対象人数
いつ時点の計数か

平成３０年７月１日時点 令和３年3月１日時点 事後

令和1年6月24日 Ⅳ　リスク対策 なし 新規追加 事後 Ｈ31.1　新様式変更

令和1年6月24日

４．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

（番号法別表第二における情報提供の根拠）
・　番号法第１９条第７号、別表第２第1項、第２
項、第３項、第４項、第６項、第８項、第９項、第
１１項、第１６項、第１８項、第２３項、第２６項、
第２７項、第２８項、第２９項、第３１項、第３４
項、第３５項、第３７項、第３８項、第３９項、第４
０項、第４２項、第４８項、第５４項、第５７項、第
５８項、第５９項、第６１項、第６２項、第６３項、
第６４項、第６５項、第６６項、第６７項、第７０
項、第７１項、第７４項、第８０項、第８４項、第８
５の２項、第８７項、第９１項、第９２項、第９４
項、第９７項、第１０１項、第１０２項、第１０３項、
第１０６項、第１０７項、第１０８項、第１１３項、第
１１４項、第１１５項、第１１６項、第１１９項
・　行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令（平
成２６年省令７号）第１条、第２条、第３条、第４
条、第６条、第７条、第１０条、第１３条、第１９
条、第２０条、第２１条、第２２条、第２２条の３、
第２２条の４、第２３条、第２４条、第２４条の２、
第２４条の３、第２５条、第２６条の３、第２８条、
第３１条、第３１条の２、第３１条の３、第３４条、
第３５条、第３６条、第３７条、第３８条、第４０
条、第４３条、第４３条の３、第４３条の４、第４４
条、第４４条の２、第４５条、第４７条、第４９条、
第５０条、第５１条、第５２条、第５４条、第５５
条、第５８条、第５９条、第５９条の２、第５９条の
３、第６０条

（番号法別表第二における情報照会の根拠）
・　番号法第１９条第７号、別表第２第２７項、第
２９項
・　行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令（平
成２６年省令７号）第２０条

（番号法別表第二における情報提供の根拠）
・　番号法第１９条第７号、別表第２第1項、第２
項、第３項、第４項、第６項、第８項、第９項、第
１１項、第１６項、第１８項、第２３項、第２６項、
第２７項、第２８項、第２９項、第３１項、第３４
項、第３５項、第３７項、第３８項、第３９項、第４
０項、第４２項、第４８項、第５４項、第５７項、第
５８項、第５９項、第６１項、第６２項、第６３項、
第６４項、第６５項、第６６項、第６７項、第７０
項、第７１項、第７４項、第８０項、第８４項、第８
５の２項、第８７項、第９１項、第９２項、第９４
項、第９７項、第１０１項、第１０２項、第１０３項、
第１０６項、第１０７項、第１０８項、第１１３項、第
１１４項、第１１５項、第１１６項、第１１９項
・　行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令（平
成２６年省令７号）第１条、第２条、第３条、第４
条、第６条、第７条、第８条、第１０条、第１２条、
第１３条、第１９条、第２０条、第２１条、第２２
条、第２２条の３、第２２条の４、第２３条、第２４
条、第２４条の２、第２４条の３、第２５条、第２６
条の３、第２８条、第３１条、第３１条の２、第３１
条の３、第３４条、第３５条、第３６条、第３７条、
第３８条、第３９条、第４０条、第４３条、第４３条
の３、第４３条の４、第４４条、第４４条の２、第４
５条、第４７条、第４９条、第４９条の２、第５０
条、第５１条、第５３条、第５４条、第５５条、第５
８条、第５９条、第５９条の２、第５９条の３、第６
０条

（番号法別表第二における情報照会の根拠）
・　番号法第１９条第７号、別表第２第２７項、第
２９項
・　行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令（平

事後 法改正等

平成30年7月13日
Ⅱ-２．取扱者数
いつ時点の計数か

平成２９年４月1日時点 平成３０年７月１日時点 事後



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年3月31日
Ⅱ-２．取扱者数
いつ時点の計数か

平成３０年７月１日時点 令和３年3月１日時点 事後


